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 本論文は、2018 年 5 月 28 日に大学院事務課に提出され、同年 9 月 25 日の公共政策研究
科公共政策学専攻市民社会ガバナンスコース会議において、主査中筋直哉、副査間島正秀、
同加藤寛之の構成で学位論文審査小委員会を組織し、審査することを決定した。審査小委











 とくに評価される点は次の 3 点である。 

















 第 3 点は、外国人高度人材獲得政策に外国人留学生受入政策を組みこんだ、総合的かつ
体系的な外国人高度人材確保、育成政策の方向性を提言した点である。従来外国人留学生
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の受入は、個々の高等教育機関や国家の教育政策に対する国際的評価に偏って語られてき
たし、実際の政策も偏って実施されてきた、しかし本論文の視点からは、外国人留学生の
受入は、日本企業および日本経済の発展の重要な鍵なのである。この視点は、教育制度に
限られた外国人留学生受入政策、短期の労働力確保に限られた外国人労働者受入政策のい
ずれに対しても、新しい視野を開くものである。 
一方で、さらに検討、検証を続けるべき点もいくつか挙げられる。 
第 1 点は、「日本的人材育成」を再評価する本論文の主張が、それを重視しない、あるい
は批判的な現状の政府部門や関連諸学会にどれだけ受け入れられるか、あるいはインパク
トを与えられるかという点である。そのためには本論文の主張を裏付けるデータのさらな
る蓄積が必要であり、かつ現状の政府部門や関連諸学会で主流をなすグローバル経済に対
応する流動的な人材観、雇用観に対抗するような、より強靱な論理構成、理論構築が必要
である。 
第 2 点は、論文中でも「調査の限界」と自覚的に触れてはいるが、データの量にだけで
なく、生活も含めた外国人労働者、外国籍従業員、外国人留学生の実態に、いっそう深く
迫ることが必要ではないかという点である。また分析方法についても、他の研究と比較検
討し得るよう、ある程度の標準化が必要であろう。 
第 3 点は、現在外国人材に関する政策論議が高まっている中で、本論文がどれだけ現実
問題に切り結んでいけるのかという点である。たしかに学術論文として十分な水準に達し
てはいる。しかし、現実問題に切り結ぶためには、現実を動かしている諸々の制度機構に
対して考察を深め、提言のフィージビリティを高めていく必要がある。とくに政府の複雑
な政治・政策過程、また各企業および産業界全体の流動的な経営戦略への理解がいっそう
求められる。 
ただし、こうした問題点はいずれも本論文の達成の先に望まれるものであり、本論文の
成果をみれば、今後こうした問題点に著者が取り組み、さらなる成果を挙げていくことは
十分期待できる。 
 以上のような検討結果に基づき、本審査小委員会は、全会一致をもって、提出論文が「博
士（政策科学）」の学位に値するという結論に達した。 
 
